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３ 主な事業の内容

基盤
づくり

意識
啓発

人材
づくり

健康
づくり

医療

●秋田県健康づくり推進体制整備事業
「あきた健康長寿政策会議（仮称）」の開催
「秋田県健康づくり県民運動推進協議会（仮称）」の開催

○健康づくり基盤整備事業
市町村別健康課題の分析、地域・職域連携

●「あきた健康宣言」周知啓発事業
メディアを活用した啓発、健康フェアの開催

●市町村巡回キャラバン事業
●がん情報発信事業

●地域健康づくり人材活性化事業
各市町村における「健康長寿推進員（仮称）」の育成、

タウンミーティングの開催

●一生自分の歯で食べられる子どもを育成するための普及啓発
乳幼児向けの歯磨きハンドブックの作成とその活用

●モールウォーキング
○高齢者元気アップ支援事業（スポーツに親しむ機会の提供）
○心はればれ県民運動推進事業（心の健康づくり、自殺予防）

○生活習慣病予防対策事業（減塩など生活習慣改善推進）

●高齢社会に対応した医療提供体制推進事業
高齢者医療先端研究センター（仮称）の運営支援及び呼吸器内科医

養成体制の構築

社会参加
●ヘルプマーク・ヘルプカードの配付及び普及啓発
●がん患者医療用補正具（ウィッグ等）の購入費助成

１ 現状
県⺠の健康意識を⾼め、⾏政・⺠間団体・企業などが様々な場⾯でそれぞれ主体的に⾏動

１０年で「健康寿命⽇本⼀」にチャレンジ

健康づくりの取組を全県で県⺠運動として展開
当面の目標 ： 今後５年で平均寿命の伸びを上回る健康寿命の延伸

⼀⼈ひとりの健康づくりを「⾒える化」し普及・啓発

２ｇの減塩、野菜摂取プラス５０ｇを具
体的に⾒える形で啓発

プラス１０分で約1,000歩伸ばす

喫煙の健康リスクを具体的な数値で啓発
し、男性喫煙率１０％低下

⾝体活動・運動

栄養・⾷⽣活

た ば こ

健康づくりに取り組む団体や企業の活性化

健康経営に取り組む企業の増
加・従業員の健康づくりを⽀援

健(検)診受診率向上・健康教
育などの推進

減塩・⼼の健康づくりなど健康づ
くりの活動を連携して推進

保険者・医療機関

経済団体・企業

健康づくり団体

○健康づくりに取り組む人材の育成：５年で2,000人
（健康意識が高く、自ら実践し、家族・知人に健康
づくりを広げる人材：長野県の保健補導員的人材）

○健康づくりに関する地域・職場・学校等での活動に
自主的に参加する者を１０％増加

⼀⼈ひとりの⽣活習慣の変容に向けた取組
○市町村キャラバンで地域の健康課題の共有
○健康経営に取り組む企業を毎年１００社増加
○健康づくりに取り組む団体や企業を顕彰
○健康づくりの取組などの活動を発表する場とし
て、県民大会を開催相互の取組を連動

○イベントやメディアを通じた啓発へ各団体・企業も参画
○団体・企業の取組をメディア等で紹介
○健康づくり人材の活動の場を企業等にも展開

※数値⽬標は「あきた健康⻑寿政策会議（仮称）」で精査

地域の健康課題の改善に向け
て、健康づくり事業を実施市町村

※記載のない場合、H33年度までの⽬標値

啓発による意識の醸成

２ 基本的考え方

推進機関

あきた健康長寿政策
会議（仮称）

施策の提言・評価

秋田県健康づくり
県民運動推進協議会

（仮称）

県民運動の推進母体

⻭と⼝腔

メタボ

⼼の健康
健（検）診

３歳児におけるう蝕のない者の割合
75.6％ →90.0％（H34）
メタボリックシンドロームの該当者・予備群の
割合 27.8％ →20.9％（H34）
⾃殺者数 240⼈→200⼈以下（H32）

特定健診実施率 44.0%→ 70.0％(H34)

健康度（日常生活に制限のない期間）の向上
＝健康寿命の延伸

死亡率の低減 ＝平均寿命の延伸

日常生活に制限のある「不健康な期間」の短縮

社会環境の整備・多様な主体の活動の活性化

健康福祉部
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区分 H26 H27 H28
H26～28

積立額計

(参 考)

H28末
執行残額

H29

今回積立額
備　考

医療分 1,070,000 864,988 1,012,284 2,947,272 1,393,371 345,395
国の内示を踏

まえ、追加計

上を予定
介護分 － 1,013,865

1,956,184
(H27国補正分) 4,273,977 2,376,288 675,393

1,303,928

計 1,070,000 1,878,853 4,272,396 7,221,249 3,769,659 1,020,788

事 業 概 要

福 祉 政 策 課

事 業 名 内 容

地域医療介護総合確保 １ 目的
基金積立金 医療介護総合確保促進法に基づき策定する秋田県計画（平

成２９年度）に掲げる事業を実施するため、国の医療介護提
１，０２０，８２９ 供体制改革推進交付金を活用し、地域医療介護総合確保基金

千円 を積み立てる。

 ６８０，５２５ ２ 対象事業
 ４１ （１）医療分
 ３４０，２６３ ①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の

整備に関する事業
②居宅等における医療の提供に関する事業
③医療従事者の確保に関する事業

（２）介護分
①介護施設等の整備に関する事業
②介護従事者の確保に関する事業

３ 内訳
（１）元金 １，０２０，７８８千円

国負担（2/3） ６８０，５２５千円

県負担（1/3） ３４０，２６３千円

○基金積立金の内容 （単位：千円）

区分 基金積立金
国負担 県負担

医療分 ３４５，３９５ ２３０，２６３ １１５，１３２

介護分 ６７５，３９３ ４５０，２６２ ２２５，１３１

計 １，０２０，７８８ ６８０，５２５ ３４０，２６３

（２）運用利息 ４１千円
平成２９年度運用益見込み

【参考】基金の積立状況 （単位：千円）
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事 業 概 要

地域・家庭福祉課

事 業 名 内 容

○新 福祉人材確保推進 １ 事業目的

事業 福祉の仕事を正しく認識してもらうための情報を積極的に

発信して、一面的なマイナスイメージの払拭を図るとともに、

２，１６９千円 若者の参入促進や元気な高齢者が福祉の現場で活躍できる環

境づくりを進めるなど、福祉人材の確保・定着を図る。

 ２，１６９

２ 実施主体 県

３ 事業内容

（１）福祉人材確保推進協議会の設置 ５５８千円

福祉人材の確保・定着を促進するための施策の検討や推

進主体としての取組を行う。

①構成メンバー

介護、障害、保育、看護等の関係団体や県福祉保健人

材・研修センター(県社会福祉協議会)の代表者など１２

名

②検討事項

・若者の参入促進に向けて発信する情報の内容や活用方

法

・高齢者が活躍できる仕組の構築（場の選定、養成研修

プログラム、マッチングの方策）

・子育てを終えた女性の福祉分野への関心喚起策 等

（２）求職者や学生等に対する情報提供、啓発

１，６１１千円

①求職者や高校生・大学生を対象とした仕事の具体的内容

や情報をまとめたリーフレットの作成・配布

②中学生やその保護者、教師等を対象とした福祉の仕事に

関する理解を促進するパンフレットの作成・配布

③イメージアップを図るポスターの作成・配布
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事 業 概 要

地域・家庭福祉課

事 業 名 内 容

○新 災害福祉広域支援 １ 事業目的

体制整備事業 大規模災害の発生時に、高齢者や障害者等の特別な配慮を

要する人に適切な対応を行えるように、避難所等において要

１，０９９千円 配慮者に対する支援活動を実施する「災害福祉支援チーム（Ｄ

ＣＡＴ）」の派遣体制を整備する。

 １，０９９

２ 実施主体 (福)秋田県社会福祉協議会

３ 事業内容

全県的な体制整備のあり方や、各チームの編成・派遣方法、

チーム員の養成方法等について、福祉関係機関等を構成メン

バーとする「秋田県広域災害福祉支援ネットワーク会議」に

おいて検討する。

（１）補 助 率 国１０／１０

（２）秋田県広域災害福祉支援ネットワーク会議メンバー

県社会福祉法人経営者協議会、県老人福祉施設協議会、

県医師会、社会福祉士会、介護福祉士会、介護支援専門員

協会、市町村の代表者など１４名

（３）検討事項

・災害派遣福祉広域支援体制

（平常時や災害時における各機関の役割、手順等）

・ＤＣＡＴの編成・派遣方法

・ＤＣＡＴ養成研修プログラム 等

４ スケジュール

Ｈ２９ 体制等の検討、他県視察等

Ｈ３０～ チーム員の募集・養成・登録

【ＤＣＡＴ（ディーキャット）とは】

一定の研修を受けた者をチーム員として登録し、災害救助法が適用となる程度

の大規模災害の発生時に４～６人程度でチームを編成し、避難所等において、福

祉と保健・医療、避難所運営者、その他関係者が連携して要配慮者に対する支援

活動を行う。Disaster Care Assistance Teamの略。

○活動場所：一般避難所、福祉避難所等

○活動内容：

・福祉相談体制の確立（避難所内相談窓口の支援等）

・スクリーニング（避難者への聴き取りによる要配慮者の選別）

・優先的搬送対応（社会福祉施設への緊急入所・福祉避難所への移送等のコ

ーディネート）

・福祉避難室確保対応（一般避難所内での要援護者用別室確保の支援） 等
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事 業 概 要

長 寿 社 会 課

事 業 名 内 容

地域で支える認知症施 １ 事業目的

策推進事業 認知症の早期診断・早期対応に向け、認知症医療の充実及

び介護・福祉との連携強化を図るとともに、県民の利便性の

３，０２０千円 向上に資するため、認知症疾患医療センターの運営に要する

経費に対して助成する。

 １，５０９

 １，５１１ ２ 事業内容

新規開設センターへの運営費補助 ３，０２０千円

（１）交 付 先 秋田県厚生農業協同組合連合会

能代厚生医療センター

（２）所 在 地 能代市落合字上前田地内

（３）類 型 地域型

（４）指定予定日 平成２９年１０月１日

（５）主 な 業 務

①精神保健福祉士による相談等

・専門医療相談（電話・面接）

・地域包括支援センター等関係機関との連携

②鑑別診断、診療情報の提供等

・病名を特定するための鑑別診断

・かかりつけ医等への診療情報の提供

③研修・会議等

・医療連携協議会の開催

・各種団体向けの研修会の開催

・相談動向等に関する調査分析、広報等

３ 今後の方針

未設置医療圏（由利本荘・にかほ医療圏）については、医

療機関に対する意向調査等を踏まえ、早期設置に向けて調整

を行っていく。
２

５
４

１

３

６

７

能代厚生医療センター

既設・新設 設置先 類型 指定年月

①

既設

県立リハビリテーション・精神医療センター 地域型 H25.10月

② 秋田緑ヶ丘病院 地域型 H27.10月

③ 市立秋田総合病院 基幹型 H28.10月

④ 大館市立総合病院 地域型 H28.10月

⑤ たかのす今村クリニック 連携型 H28.10月

⑥ 菅医院 連携型 H29. 2月

⑦
新設

横手興生病院 地域型 H29.10月予定

◎ 能代厚生医療センター 地域型 H29.10月予定
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事 業 概 要

長 寿 社 会 課

事 業 名 内 容

地域介護福祉施設等整 １ 事業目的

備事業 「市町村介護保険事業計画」及び「県介護保険事業支援計

画」に基づき、各地域において必要な地域密着型サービスを

８４６，４４８千円 提供する施設等の整備及び施設の円滑な開設を促進するた

め、必要な経費について支援するとともに、特別養護老人ホ

 ８４６，４４８ ームの多床室に入所する利用者のプライバシー保護のため、

必要な改修費用について支援を行う。

［地域医療介護総合確

保基金］ ２ 実施主体

市町村、社会福祉法人

３ 事業内容

（１）地域密着型サービス施設等整備事業

６８７，２７０千円

住み慣れた地域で安心して暮らすため、住民のニーズに対

応したサービスを提供する施設等の整備に要する経費を補

助。

実施主体 施設種別 事業者 定員
補助額

（千円）

大館市

認知症高齢者グループホーム (福)比内ふくし会   9 32,000

小規模多機能型居宅介護事業所 (福)比内ふくし会  25 32,000

認知症高齢者グループホーム (株)エーアイエム 9 32,000

北秋田市 小規模(定員29人以下)のケアハウス (福)秋田県民生協会 14 59,780

能代市 地域密着型特別養護老人ホーム (福)しらかみ長寿会 29 123,830

男鹿市 地域密着型特別養護老人ホーム (福)福ふく(仮称)   29 123,830

秋田市 地域密着型特別養護老人ホーム (福)はまなす会 29 123,830

由利

本荘市

認知症高齢者グループホーム (株)Kitahamanokaze 9 32,000

認知症高齢者グループホーム (株)虹の街   9 32,000

小規模多機能型居宅介護事業所 (株)虹の街 18 32,000

仙北市 認知症高齢者グループホーム (株)大曲仙北介護支援事業所 9 32,000

湯沢市 小規模多機能型居宅介護事業所 こまち農業協同組合   18 32,000

　　　　　　　合計　（１２施設） 687,270
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（２）介護施設開設準備経費等支援事業

１３５，３７８千円

介護保険施設等において、開設時から質の高いサービスが

提供できるよう、設備整備費及び備品購入費等に要する経費

を補助。

（３）特別養護老人ホーム等空間整備事業

２３，８００千円

特別養護老人ホームに入所する利用者のプライバシーを保

護するため、多床室のベッド間を壁で仕切るなどの改修に要

する経費を補助。

実施主体 施設名(施設所在地） 床数
補助額

（千円）

（福）雄勝福祉会
特別養護老人ホーム

サン・グリーンゆざわ（湯沢市）
34 23,800

実施主体 施設種別 事業者
補助対

象定員

補助額

（千円）

大館市

認知症高齢者グループホーム (福)比内ふくし会   9 5,589

小規模多機能型居宅介護事業所 (福)比内ふくし会  9 5,589

認知症高齢者グループホーム (株)エーアイエム 9 5,589

北秋田市 小規模(定員29人以下)のケアハウス (福)秋田県民生協会 14 8,694

能代市 地域密着型特別養護老人ホーム (福)しらかみ長寿会 29 18,009

男鹿市 地域密着型特別養護老人ホーム (福)福ふく(仮称)   29 18,009

秋田市 地域密着型特別養護老人ホーム (福)はまなす会 29 18,009

由利

本荘市

認知症高齢者グループホーム (株)Kitahamanokaze 9 5,589

認知症高齢者グループホーム (株)虹の街   9 5,589

小規模多機能型居宅介護事業所 (株)虹の街 7 4,347

(福)

象潟健成会
特別養護老人ホーム (福)象潟健成会 50 31,050

仙北市 認知症高齢者グループホーム (株)大曲仙北介護支援事業所 9 5,589

湯沢市 小規模多機能型居宅介護事業所 こまち農業協同組合   6 3,726

　　　　　　合計（１３施設） 135,378
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事 業 概 要

長 寿 社 会 課

事 業 名 内 容

○新 老人福祉総合エリ １ 事業目的

ア改修事業 施設の老朽化が進行している老人福祉総合エリアについ

て、利用者の安心・安全の確保と利便性向上のため、必要な

１２８，９７６千円 修繕・改修を行う。

 １１２，８４８ ２ 事業内容

 １６，１２８ （１）南部老人福祉総合エリア（老人専用マンション）

大規模修繕事業 １１２，８４８千円

[南部老人福祉総合エ

リア老人専用マンシ 老朽化した箇所の修繕及び入浴に介助等が必要となった

ョン基金] 者のため、共用浴室の整備等を行う。

①屋上防水層・外壁の補修 ５１，９４７千円

②エレベーターの更新 ２９，０８２千円

③共用浴室の整備 ３１，８１９千円

（２）南部老人福祉総合エリア（養護老人ホーム）

改修事業 １６，１２８千円

養護老人ホーム及び渡り廊下で繋がる軽費老人ホームの

利用者で、車いすを利用している要介護者等が、安心・安

全に入浴することができるよう、特殊浴槽を設置した浴室

の整備を行う。

8



事 業 概 要

長 寿 社 会 課

事 業 名 内 容

○新 介護職員処遇改善 １ 事業目的

加算取得促進特別支援 介護人材の確保・定着を図るため、介護サービス事業者に

事業 対し処遇改善加算の取得に向けた支援を行い、職員の労働環

境・処遇の改善を促進する。

１９，９７４千円

２ 実施主体 県

 １９,９７４ ・委 託 先 介護事業者の処遇改善加算取得等に関する総

合的な支援体制を有するコンサルティング業

者等

３ 事業内容

（１）現状把握 １，８５９千円

加算取得対象サービス事業所の状況を把握するととも

に、取得に向けた支援ツールを提供する。

①事業所に対するアンケートの実施

・内 容 回答内容を分析し、加算取得が進まない

事業者に対して、状況に応じた課題や目

標を整理の上、働きかけを実施

②加算取得診断ツール等の作成・配付

・内 容 事業者自らが加算取得要件の到達度や加

算による収入見込額及び分配方法を確認

できるツールを作成し提供

（２）制度周知 １，０５０千円

制度の主旨、取得方法等を説明したリーフレットを作成

し配付する。

・配 付 先 加算取得対象サービス事業所

・作成部数 ５，０００部

（３）支援体制の整備 １７，０６５千円

処遇改善加算の周知や取得に向けた支援を総合的に行う

「処遇改善加算導入支援センター（仮称）」を設置し、県

内事業者の処遇改善加算の取得を促進する。
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①センター運営費 １２，１７１千円

・運営体制 統括マネージャー１名、コーディネー

ター２名、スタッフ１名

・内 容 総合的な調整、コールセンター機能、コ

ーディネーターによる相談・助言・指導

・設置場所 秋田市内の事務所を想定

②支援担当者研修会 ２，８９５千円

・対 象 者 センター職員、社会保険労務士

・内 容 コンサルティング業者が加算取得に必要

な知識や支援方法を伝授し、県内事業者

へ適切に支援できるよう育成

③事業者説明会 １，９９９千円

・対 象 者 加算取得対象サービス事業所

・内 容 加算取得に向けた要件整備や活用方法等

について普及啓発

・実施回数 各２回（県北・中央・県南）
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１「介護職員処遇改善加算」の区分について

▶キャリアパス要件
Ⅰ 職位・職責・職務内容に応じた任⽤要件と賃⾦体系の整備
Ⅱ 資質向上のための計画を策定して、研修の実施または研修

の機会を設ける
Ⅲ 経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み⼜は⼀定の基準に

基づき定期に昇給を判定する仕組みを設ける

キャリアパス要件
Ⅰ及びⅡ

＋
職場環境等要件を

満たす

キャリアパス要件
ⅠまたはⅡ

＋
職場環境等要件を

満たす

キャリアパス要件
ⅠまたはⅡ

または職場環境等要件

のいずれかを満たす

キャリアパス要件
Ⅰ・Ⅱ

職場環境等要件

のいずれも満たさない

加算Ⅳ 1.7%
（従来の加算Ⅲ）

⽉額 13,500円相当

加算Ⅲ 11.2%
（従来の加算Ⅱ）

⽉額 15,000円相当

加算Ⅴ 0.7％
（従来の加算Ⅳ）

⽉額 12,000円相当

＜全５区分＞
新設新設

拡充部分(H29.4〜）
介護職員１⼈当たり⽉額10,000円相当増

※ 加算を取得した事業所においては、加算相当額の賃金改善を行うことが必要

加算Ⅱ 78.5%
（従来の加算Ⅰ）

⽉額 27,000円相当
（介護職員１⼈当たり)
⽉額 37,000円相当

加算Ⅰ

キャリアパス要件
Ⅰ、Ⅱ、Ⅲの全て

＋
職場環境等要件を

満たす

○「勤続年数」や「経験年数」などに応じて昇給する仕組み
○「介護福祉⼠」や「実務者研修修了者」などの取得に応じて

昇給する仕組み など

キャリアパス要件Ⅲ(例)

なし 7.9%

％表⽰は
H29.2⽉末の
県内届出状況

処遇改善加算の周知や取得に係る⽀援を総合的に⾏うセンターを設置し、県内事業者の処遇改善
加算の取得促進を図る。

事業協⼒コンサル 社会保険労務⼠等

介護サービス事業所（1）②加算取得診断ツール
の作成・配付

①センターの運営

(2名) (1名)  (1名)

コーディネーター スタッフ統括マネージャー

▶職場環境等要件
賃⾦改善以外の処遇改善（職場環境の改善など）
の取組を実施する。
(例)
○職員のキャリアアップのための研修受講⽀援
○職員の健康管理強化や育児休業制度などの⽀援

２「介護職員処遇改善加算取得促進特別⽀援事業」（イメージ図）

連携連携

（1）現状把握
①アンケート調査

（2）制度周知
リーフレット
作成・配付

（3）⽀援
派遣

（3）⽀援
個別訪問
相談・助⾔・指導

（3）⽀援
電話相談
助⾔・指導

加算取得・活用促進

（3）「処遇改善加算導⼊⽀援センター（仮称）」
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事 業 概 要

障 害 福 祉 課

事 業 名 内 容

○新 ヘルプマーク・ヘ １ 事業目的

ルプカード普及推進事 障害のある方等が安心して社会参加できる環境づくりと障

業 害への理解を促進し、誰もが相互に支え合い共生する社会の

実現に向け、外見からは援助や配慮が必要なことが分からな

５，５２３千円 い障害のある方等にヘルプマーク・ヘルプカードを配付する

とともに、各種媒体を活用した普及啓発活動を実施する。

 ２，５００

 ３，０２３ ２ 実施主体 県

３ 事業内容

（１）ヘルプマーク・ヘルプカードの作成・配付

３，５１３千円

①対 象 者

・義足や人工関節を使用している方、内部障害や難病の

方、または妊娠初期の方など、外見からは援助や配慮

を必要としていることが分からない方

・身体障害者、知的障害者、精神障害者など援助や配慮

を必要とする方

②配付時期 平成２９年１２月（予定）

③配付場所 市町村、地域振興局など

④作 成 数 ヘルプマーク・ヘルプカード 各4,000部

（２）県民や関係団体への普及啓発及び理解促進

２，０１０千円

①県広報紙への掲載、ポスター掲示やリーフレットの配布

②関係団体、民間事業者と連携した普及啓発活動

【ヘルプマークとは】

外見からは援助や配慮を必要としていると分からない方

が、配慮を必要としていることを周囲に気付いてもらうこ

とができるよう、カバン等に着けて持ち歩くマーク。

【ヘルプカードとは】

援助を必要とする方が携帯し、緊急時や日常生活で支援

が必要なときに、支援を求めるための意思表示を行うため

の運転免許証サイズのカード。
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事 業 概 要

障 害 福 祉 課

事 業 名 内 容

○新 手話等普及啓発促 １ 事業目的

進事業 「秋田県手話言語、点字等の普及等による円滑な意思疎通

の促進に関する条例」が施行されたことを契機に、障害の有

１，６８７千円 無に関わらず相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する

社会を実現するため、手話等の理解や普及を促進する。

 １，６８７

２ 実施主体 県

３ 事業内容

（１）小学生向け手話教室 ９８７千円

小学校に手話通訳者及びろう者を講師として派遣し、簡

単な挨拶や自己紹介程度の手話教室を開催する。

・対 象 校 希望する２５校

・対象学年 小学３年生から６年生まで

・講 師 ろう者、県設置手話通訳員、県派遣登録

手話通訳者、手話サークル会員等

（２）県民向け手話教室 ２４５千円

県の手話通訳員が、県民を対象とした手話教室を開催す

る。

・開催回数 １０回

・対 象 者 県民

・講 師 ろう者、県設置手話通訳員、県派遣登録

手話通訳者、手話サークル会員等

（３）手話等理解啓発事業 ４５５千円

子どもから大人までわかりやすい内容の小冊子を配布

し、県民へ障害や手話等についての理解啓発を図る。

・配布部数 ２，０００部

・配 布 先 教育機関、市町村、地域振興局等
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手話等普及啓発促進事業 目指す姿

課 題 効果・目指す姿２９年度 ３０年度～３３年度対策

（１）県民へ
の理解促進

（２）市町村
への協力要
請と支援

（３）人材育
成・支援者の
地位向上

（４）サークル
等への誘導・
支援の強化

小学生向け手話教室

県民向け手話教室

障害者や手話等に関する広報事業・普及啓発事業

実施校目標数
H30 H31 H32 H33
25校  25校  25校  25校
(50)      (75)      (100)   (125)

県民への理解啓発促進

地域で手話に
興味を持つ人

の増加

サークル、
団体等の
会員増加
  活発化

子どもへの
普及・理解啓発促進

企業等が独自に社員研修を実施

実施回数(H29～33)
5圏域×2回 各30～50名

手話奉仕員等養成研修の実施

難聴者・中途失聴者向け手話教室、
家族向け手話教室の開催

奉仕員
増加 通訳者

増加

市町村への
意識付け

県民への
意識付け、

理解啓発
進む

企業等への
意識付け

サークル、団体等
の会員増  活発化

サークルや障害者団体等が手話教室を実施

周囲との意
思疎通可能

来社した障害者
への対応可能

・手話通訳者等養成研修事業・派遣事業
・聴覚障害者支援センター運営事業
・点字図書館見学・点字体験

※一体的に推進

関連事業

支援者の派遣単価
増額（H29～） ※県

地位の向上

県

県

広報紙に掲載、
小冊子の配布

県

普及啓発
事業実施サークル

団体等

HPで手話等の
サークルを紹介

聴覚支援
センター

企業等

サークル

団体等

市町村

・県設置通訳員
・県登録通訳者 講師
・障害者団体等

・サークル
・団体等

講師

・県設置通訳員
・サークル等 講師
・障害者団体等

・県設置通訳員
・サークル等 講師
・障害者団体等

・教育機関 実施協力

情報
提供

（１）県民への理解啓発促進

障害者への対応の改善

障害者への差別解消、
共生社会の実現

（２）各地域で手話通訳者等
の人材育成進む

奉仕員養成研修実施目標数
13市（県内全市で実施）

市町村間での地域偏在の
解消

（３）県内全域で手話通訳者
等が増員

県登録手話通訳者数目標（H34）
30名 ※H29から10名増

要望に応じた幅広い通訳
の対応が可能

障害者の社会参加促進と
情報保障の確保

（４）サークルや団体等の活
動が活発化

健常者と障害者との交流
の機会が増え、理解啓発
が促進

（４）手話等のサーク
ルや研修について、県
民への周知不足

県民が手話等を学
ぶ機会の減少

（３）手話通訳者等の
人材不足  減少

県登録手話通訳者数

28  25  20名（H27  29）

人材不足により

通訳依頼への対応
が困難

（２）手話通訳者等が
秋田市に集中

奉仕員養成研修実施数
10市(H28)

市町村間で地域偏
在

（１）障害者や手話等
に対する理解不足

障害者が社会生活
上で不便や不利益
を受ける

実施校数(H29) 25校

教育機関

小学校での
自主的な取組

将来的には・・・

サークル

団体等

サークル等での
自主的な取組

費用の一部助成県

県と関係団体等で意見交換会を開催し、意思統一を図
り連携しながら県全体で事業を推進する。

実施市町村数 10市   13市（H34目標）

1
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事 業 概 要

障 害 福 祉 課

事 業 名 内 容

障害児・者施設整備補 １ 事業目的

助事業 障害福祉サービスを提供する障害児・者施設の整備を促進す

ることにより、障害児・者の福祉の向上を図る。

６９，４２９千円

２ 事業内容 （単位：千円）

○国 ４６，２８４

○債 １８，５００

○一 ４，６４５

３ 補助率

国１／２、県１／４

共同生活援助 3

短期入所 2

計 69,429

22,600

大規模

修　繕
1,629

補助額

4か所

設 置 主 体

事 業 所 名

設置

場所

設置

区分
種別・定員(人)

( 社 医 ) 興 生 会

グループホームはぐろ（仮称）
横手市 共同生活援助 7創設

( 福 ) 二 ツ 井 め ぐ み 会

第 二 二 ツ井 めぐ み ホ ーム
能代市

( 福 ) 大 館 圏 域 ふ く し 会

グループホーム矢 立育 成園

（ し ら さわ Ａ） （ 仮 称）

大館市 創設 共同生活援助 6 22,600

( 福 ) 大 館 圏 域 ふ く し 会

グループホーム矢 立育 成園

（ つ く し森 Ａ） （ 仮 称）

大館市 創設 共同生活援助 6 22,600
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事 業 概 要

障 害 福 祉 課

事 業 名 内 容

○新 災害派遣精神医療 １ 事業目的

チーム体制整備事業 大規模災害発生時に増大する精神保健医療ニーズに適切か

つ迅速に対応するため、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）

５，２５３千円 の体制を整備する。

 ５，２５３ ２ 実施主体 県

３ 事業内容

（１）災害派遣精神医療チーム運営事業 ９２３千円

・ＤＰＡＴの活動に要する経費

（研修派遣、研修開催、衛星携帯電話等通信経費）

（２）災害派遣精神医療チーム資機材整備事業

４，３３０千円

①整備する資機材

個人装備：識別ベスト、活動服、ヘルメットほか

電子機器：モバイルパソコン、プリンターほか

通信機器：衛星携帯電話、モバイルルーターほか

②配置先

秋田大学医学部附属病院

秋田緑ヶ丘病院

協和病院

秋田県立リハビリテーション・精神医療センター

【ＤＰＡＴ（ディーパット）とは】

大規模災害発生時、精神科医師、看護師、業務調整員

（ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸｽ）のほか、現地のニーズに合わせて、薬剤師、

保健師、精神保健福祉士や臨床心理技術者等を含めて適宜

構成し、被災地域において、精神医療及び精神保健活動の

支援を行うチーム。

Disaster Psychiatric Assistance Team の略。
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事 業 概 要

健 康 推 進 課

事 業 名 内 容

○新 「あきた健康宣 １ 事業目的

言！」推進事業 県民の健康寿命を延伸し、健康長寿社会を実現するため、

「１０年で健康寿命日本一」に向けた県民運動を展開する。

２０，７５９千円

２ 実施主体

 ２０，７５９ 県、市町村、健康づくり推進関係団体など

３ 事業内容

（１）「あきた健康宣言！」周知啓発事業 １３，６２９千円

健康寿命日本一に向けた県民の意識改革と行動変容を促

進する。

①メディアを活用した啓発

・テレビ、ラジオ、新聞等による啓発

・健康づくり県民フェアの開催

運動ブース、食生活ブース、健康診断ブース 等

②県広報紙による啓発

（２）秋田県健康づくり推進体制整備事業 １，１６６千円

関係団体と一体となって「健康寿命日本一」に向けた取

組を推進する体制を整備する。

①「あきた健康長寿政策会議（仮称）」の開催

・健康づくり推進のための施策の提言及び評価

・開催回数 年３回

・構成団体 秋田大学、県医師会、県歯科医師会、商工

団体等

②「秋田県健康づくり県民運動推進協議会（仮称）」の開

催

・健康づくり県民運動の推進主体として各団体の特徴・

特性を生かしながら自主的な健康づくり活動を実践

・構成団体 経済団体、保健医療団体、民間活動団体、

市町村、報道機関等

（３）市町村巡回キャラバン事業 ６８千円

知事等が市町村長とデータに基づく健康課題と対策につ

いて意見交換し、「健康寿命日本一」に向けた地域の取組

を促進する。
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事 業 名 内 容

（４）地域健康づくり人材活性化事業 ５，８９６千円

健康意識を高め、主体的に活動する人材を育成する。

①タウンミーティングの開催 ９４６千円

健康づくりの意義や目的について学び、具体的な活動の

きっかけとする。

・実施主体 保健所

・対 象 住民及び市町村職員

・内 容 取組事例の紹介及び先進地である長野県

の保健補導員等による講演

②市町村への交付金 ４，９５０千円

健康づくり人材の育成に取り組む市町村を支援する。

・対 象 ５市町村

・対象経費 研修会、視察活動等に要する経費（備品

購入費を除く）

・補 助 額 均等割＋人口割

１０万人以上 １８０万円

５～１０万人 １００万円

２～５万人 ８０万円

７千～２万人 ７０万円

７千人未満 ６５万円
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町内会
（実践の場）

１年目１年目 ２年目２年目 ３年目３年目 ４年目４年目 ５年目５年目

Ｂさん 実践 Ｃさん 実践

モデル事業（市町村交付金）

・・・・

・・・・

市町村
研修の企画
相談・指導

研修

Ａさん 自立活動

健康長寿推進員
（１期生：４０人）

研修

健康長寿推進員
（２期生：４０人）

研修

健康長寿推進員
（３期生：４０人）

・・・・

地域健康づくり活性化事業スキーム

５市町村５市町村 10市町村10市町村 15市町村15市町村 20市町村20市町村 25市町村25市町村

実施市町村を５年間で全県に拡大

事例の共有

自主的活動への移行

Ａさん 実践

県（保健所含む。）の役割
○育成方法の企画（先進事例の紹介含む）
○外部講師の紹介

・食生活改善推進協議会 ・栄養士会 ・ユフォーレ（健康運動指導士）
・県との連携協定企業 ・保険者（協会けんぽ） 等

○利用可能施設の紹介
・未来づくり協働プログラム関連施設（三種町、五城目町、潟上市）

県

研修メニュー（例）
４月 健康長寿推進員の役目等
５月 健診・情報交換
６月 生活習慣病・情報交換
７月 がん予防・情報交換
８月 アルコール・情報交換
９月 歯の健康・情報交換
１０月 こころの健康・情報交換
１１月 母子保健・情報交換
１２月 感染症・情報交換
１月 食育・情報交換
２月 運動・情報交換
３月 活動報告
※市町村と保健所が協力して企画立案

取組事例や
検証結果の

提供
取組の効果・
課題等の
報告

Ｂさん 自立活動
Ｃさん 自立活動

Ｄさん ･･･
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事 業 概 要

健 康 推 進 課

事 業 名 内 容

歯科保健医療推進事業 １ ○新 「歯科口腔保健を軸とした生涯元気に暮らすあきた」

推進事業 ５４３千円

１，５８９千円

（１）事業目的

 １，５８９ 高齢者の口腔機能を維持し、健康寿命の延伸に資するた

め、医療・介護職への口腔ケアの知識の普及及び歯科専門

職との連携に向けた取組を促進する。

（２）実施主体 県

（３）事業内容

検討会の開催

・メンバー 県歯科医師会、医師会、薬剤師会、看護協

会、歯科衛生士会、栄養士会、介護関係団

体、市町村 等

・開催回数 ３回

・テーマ 高齢者の歯科口腔ケアの推進（相談、医療

介護への技術支援） 等

２ ○新 一生自分の歯で食べられる子どもを育成するための

普及啓発事業 １，０４６千円

（１）事業目的

一生自分の歯で食べられる子どもを育成するため、「む

し歯になりにくい口腔内環境の育成」の観点から「乳幼児

歯みがきハンドブック」を作成するとともに、乳児家庭へ

の知識の普及及び指導を行う市町村保健師等への研修を充

実する。

（２）実施主体 県

（３）事業内容

県歯科医師会・東北大学の監修によるハンドブックを作

成する。

①「乳幼児歯みがきハンドブック」の作成及び普及

・市町村の乳児家庭全戸訪問において配布しながら普及

する。
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事 業 名 内 容

②乳幼児歯科保健指導に関する研修

・口腔保健支援センターの歯科衛生士が、市町村の乳児

家庭全戸訪問に帯同し、市町村保健師等に実技指導を

実施する。

・ハンドブックの監修者を講師にハンドブックの活用方

法等に関する研修会を開催する。
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事 業 概 要

が ん 対 策 室

事 業 名 内 容

がん医療対策推進事業 １ 事業目的

（○新 がん患者医療用 がん患者の治療と就労や社会参画の両立を支援するため、

補正具助成事業） 医療用補正具購入に係る費用の一部を助成する。

９，５８５千円 ２ 実施主体 県

 ９，５８５ ３ 事業内容

・対 象 者 がん治療に伴い医療用補正具を購入した

患者

・対 象 経 費 ウィッグ及び乳房補正具の購入費用

・助成限度額 ウィッグ １．５万円

乳房補正具 １万円

※申請回数は１人各１回限り
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事 業 概 要

医 務 薬 事 課

事 業 名 内 容

災害医療体制整備事業 １ 事業目的

（○新 航空搬送拠点臨 大規模災害発生時に、傷病者を航空機等により県内外へ円

時医療施設設備整備 滑に搬送するため、空港等の搬送拠点において、災害派遣医

事業） 療チーム（ＤＭＡＴ）がトリアージ（※）や医療措置を行う

臨時的な医療施設（ＳＣＵ）を、県が設置運営するために必

１２，８１４千円 要な医療資機材等を整備する。

※トリアージ：傷病者の重症度等により治療の優先度を決定すること

 ６，４０７

 ６，４０７ ２ 実施主体 県

３ 事業内容

秋田空港に、ＳＣＵの設置・運営に必要な医療機器及び輸

送用資機材等を整備する。

・医療機器

（搬送用モニター、輸液ポンプ、搬送用人工呼吸器等）

・本部用・輸送用資機材

（担架、簡易ベッド、患者搬送用台車等）

４ 配置場所

《エプロン側》

《駐車場側》

○除雪車庫２階会議室（本部） ○旧消防車庫（診療部門）

24



事 業 概 要

医 務 薬 事 課

事 業 名 内 容

在宅医療推進支援事業 １ 事業目的

患者がどこにいても安心して医療が受けられる体制を目指

５８，８６９千円 すため、各地域の在宅医療提供体制の確保、構築に向けた事

業に対し補助する。

 ５８，８６９

２ 事業内容

[地域医療介護総合確 （１）在宅療養支援診療所等機能強化事業

保基金] １７，６６１千円

在宅医療に取り組む診療所の医療機器整備（郡市医師会

による貸出用の機器整備を含む）に対して補助する。

・補 助 先 在宅医療に取り組む診療所（２０か所）

・補 助 率 ２／３

（２）在宅療養支援歯科診療所等機能強化事業

１８，４２５千円

在宅医療に取り組む歯科診療所の医療機器整備（郡市歯

科医師会による貸出用の機器整備を含む）に対して補助す

る。

・補 助 先 在宅歯科医療に取り組む歯科診療所

（２０か所）

・補 助 率 ２／３

（３）有床診療所施設設備整備事業 １９，４５６千円

在宅医療に取り組む有床診療所の施設設備整備に対して

補助する。

・補 助 先 有床診療所（５か所）

・補 助 率 ３／４

（４）在宅医療サービス提供施設設備整備事業

３，３２７千円

新規又は拡充により通所・訪問リハビリテーションを

行う事業所の設備・車両整備に対して補助する。

・補 助 先 病院・診療所

・補 助 率 １／２
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事 業 概 要

医 務 薬 事 課

事 業 名 内 容

医療ネットワーク推進 １ 事業目的

事業 秋田県医療連携ネットワークシステムの県内全域におけ

る活用を促進するため、地域の中核病院がネットワークに

２０，２５０千円 参画するために必要なＳＳ－ＭＩＸ２サーバ等機器の設置
エ ス エ ス ミ ツ ク ス ツ ー

費用に対して助成する。

 ２０，２５０ ※ ＳＳ－ＭＩＸ２：電子カルテ等の既存インフラから自動で情報登録

が可能な仕組み

［地域医療介護総合確

保基金］ ２ 実施主体 能代山本医師会病院

３ 事業内容

・対象経費 病院情報システムとの自動連携によりネ

ットワークに接続するために必要なＳＳ

－ＭＩＸ２サーバ等機器の設置費用

・補 助 率 ３／４

・補助基準額 ２７，０００千円

※秋田県医療連携ネットワークシステム（あきたハート

フルネット）

県内の病院や診療所間で、患者の診療情報を安全かつ

簡便に共有できるネットワークシステムとして、平成２

６年度に運用を開始（運営は秋田県医師会）。

医療機関間の情報伝達や連携がスムーズになるため、

転院時などにおける医療の継続性、検査や投薬の重複防

止など、効率的で質の高い医療の提供に資する。

【システム整備済病院】

○平成２５年度（財源：地域医療再生基金）

・秋田大学医学部附属病院 ・市立秋田総合病院

・秋田赤十字病院 ・脳血管研究センター

・大館市立総合病院 ・北秋田市民病院

○平成２７年度（財源：地域医療介護総合確保基金）

・由利組合総合病院 ・男鹿みなと市民病院

○参加医療機関（上記病院除く）２１施設（H29.5.29現在）
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事 業 概 要

医 務 薬 事 課

事 業 名 内 容

病床機能分化連携促進 １ 事業目的

事業 横手市立大森病院を中心とした横手西部地区の地域包括

（○新 医療・介護連携 ケアの推進を図るため、ＩＣＴを活用した医療・介護シス

病院ＩＣＴ活用促進 テムを構築する。

事業）

２ 実施主体 横手市

１３,４４６千円

３ 事業内容

 １３,４４６ 横手市立大森病院の診療情報等のうち本人の同意を得た

ものを、診療所、介護施設等で共有・連携するための機器

［地域医療介護総合確 等を整備する。

保基金］ ・補 助 率 ３／４
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事 業 概 要

医 務 薬 事 課

事 業 名 内 容

○新 高齢化社会に対応 １ 事業目的

した医療提供体制推進 全国一の高齢化先進県である本県において、秋田大学と連

事業 携し、大学の持つ人的資源を活用し、高齢者に特有の疾患に

関する社会学的側面を含めた研究を行うとともに、呼吸器疾

２９，３８６千円 患の専門医を養成し、健康寿命日本一を目指す本県における

医療提供面での体制強化を図る。

 ２９，３８６

２ 事業内容

（１）高齢者医療先端研究センター（仮称）運営支援事業

２２，７０５千円

認知症や肺炎などの高齢者に特有の疾患や、複数疾患を抱

える高齢者に対する総合的な医療提供の研究のほか、疾患を

抱える高齢者を地域で支える仕組みづくりや医療機器の開発

などの研究に対し支援を行い、本県の高齢者医療施策等へ反

映させる。

①実施主体 秋田大学

②実施期間 平成29年10月～平成30年３月

③補 助 率 10/10

④補助対象 高齢者医療先端研究センター運営に係る人件

費（５名分）及び研究費

（２）呼吸器内科医養成体制構築事業 ６，６８１千円

債務負担行為 高齢者に多い疾患であるものの、県内で医師不足が深刻な

53,444千円 呼吸器内科の人材確保を図るため、秋田大学医学部に設置さ

内 訳 れる独立した呼吸器内科学講座に対し、呼吸器疾患の予防・

30年度 13,361千円 治療方法や医師派遣システムに係る研究を委託する。

31年度 13,361千円 ①委 託 先 秋田大学

32年度 13,361千円 ②実施期間 平成29～33年度（５年間）

33年度 13,361千円 ③委 託 費 総 額 60,125千円

平成29年度 6,681千円（10月～３月分）

平成30年度～平成33年度

53,444千円（債務負担行為設定）

④委託経費 呼吸器内科学講座における研究に係る人件費

（１名分）及び研究費
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                                                                                                          医務薬事課    

１ 現状と課題                                          
 
 
 
 
 
 
 

 

 

２ 事業の概要 

 

高齢化社会に対応した医療提供体制推進事業について 

○全国一の高齢化先進県として、高齢者特有の認知症、肺炎、脳血管疾患等への対策が、健康寿命日本一を目指す上で、大きな課題となっている。 

○高齢者特有の疾患、特に呼吸器内科については秋田大学に独立した講座がなく、教育体制が脆弱で、県内の呼吸器内科医が不足している。 

 
・センター 長（教  授）1 名 ・高齢者医療  1 名 
・教     員          5 名 ・高齢者医療  2 名 （県支援 2名） 
               ・呼吸器内科  2 名 （県支援 2名）  

※呼吸器内科学講座兼務  
・地域社会学  1 名 （県支援 1名） 

        合     計    6 名          （県支援 5 名） 
 
※このほか、理工学部、教育文化学部、医学部に所属する教員の参画を得て、 

全学的な体制で具体的な研究を進めていく。 

秋田大学が県、県医師会と連携し、高齢者医療先端研究センター設置検討 

01.高齢者医療先端研究センター（仮称）運営支援事業   22,705 千円 02.呼吸器内科医養成体制構築事業   6,681 千円 

                              【期待される効果】 

・高齢者特有の認知症、肺炎、脳血管疾患等の予防・治療の研究。       ・独立した呼吸器内科学講座を設置することによる人材育成と地域 

・複数の疾患を抱える高齢者に対する総合的な医療提供の研究。         医療現場への配置。 

・認知症、その他の疾患を抱える高齢者を、地域で支える仕組みづくりに関す 

る社会学的研究。 

・医理工連携による、高齢者医療や介護等へのロボティクスの活用などの研究。 

              
・教   授 1 名   
・教   員 2 名 （県支援 1名） 

（※このほか、センター兼務 2 名） 
・医     員  3 名 
  合     計  6 名 （県支援 1名） 
  
 

  

県、県医師会等から秋田大学へ専門的講座の設置要請 

2
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秋田県障害児通所給付費等不服審査会条例の

一部を改正する条例案の概要

障 害 福 祉 課

１ 改正理由

児童福祉法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令

（平成２９年政令第６３号）による児童福祉法施行令（昭和２３年政令第７４

号）の一部改正に伴い、所要の規定の整理を行う必要がある。

２ 改正内容

引用している児童福祉法施行令の条項を改めることとする。（第２条関係）

３ 施行期日

この条例は、公布の日から施行することとする。
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